






































桐蔭法学 26 巻 1 号（2019 年）
2
た行政主体間の上下・主従関係のため、表面化することがそれほど多くなか





争処理委員会への審査の申出が規定されている（地方自治法 250 条の 13）。
国地方係争処理委員会の審査に不服がある場合等には、高等裁判所への出訴
が認められている（同法 251 条の 5）。地方自治に関連した国の施策に対す
る地方公共団体からの関与の仕組みとしては、地方公共団体による意見の申





の 6）はされても、その後是正の要求（同法 245 条の 5）がなされない場合
が考えられるが、この場合には、上述の地方自治法上の紛争処理制度は利用
できない。
行政上の義務の司法的執行の文脈において、最三小判平成 14 年 7 月 9 日
















































































より工事中止命令を求めた事例において、第 1 審である横浜地判平成 3 年 2
月 15 日判時 1380 号 122 頁は、市長も防衛施設局長もともに国の機関である
から、法律に特別の規定のない以上、訴訟は認められないとした。


















1 審の那覇地裁平成 7 年 3 月 28 日判決判例時報 1547 号 22 頁 16 は、那覇防
衛施設局長が被侵害利益として主張する「国の適正かつ円滑な行政活動を行
う利益」および「国の秘密保護の利益」のいずれも、「個人の自由や権利」































































して、平成 14 年最高裁判決と同様の考え方がとられた 29。即ち、平成 13 年
最高裁判決は建物所有者としての国の利益をもってすれば国の財産権主体
性・私人との同質性を認めることができるから「法律上の争訟」要件を充た





































































































なく、平成 14 年最高裁判決は新しい判断であった 54。判例学説では肯定説
が主流の見解であったが、これを明確に否定しており 55、平成 14 年最高裁
判決によって、行政上の義務の民事執行は「死に体」になった 56。最高裁は













第 1 審である横浜地判平成 18 年 3 月 22 日訟月 53 巻 8 号 2399 頁は、紛争
存在要件と紛争解決可能性要件に該当することを基準に、当該事例の「合
意」の法的義務・法的拘束性が審理され、「法律上の争訟」性が否定した。


















視できる。例えば、最二小判平成 21 年 7 月 10 日判例時報 2058 号 53 頁（平






訟の枠内にあるのは当然だという考えが示された 65。平成 21 年最高裁判決
では、平成 14 年最高裁判決の射程を限定している 66。平成 21 年最高裁判決












































を求める訴訟において、第 1 審である東京地判平成 18 年 3 月 24 日判時
1938 号 37 頁は、以下の旨を示した。
国若しくは地方公共団体又はそれらの機関相互の権限の存否又は行使に関
する訴訟は法規の適用の適正ないし一般公益の保護を目的とするものであっ











































務を速やかに執行するよう是正の勧告（地方自治法 245 条の 6）がなされて
いるが、それに続き是正の要求（同法 245 条の 5 第 2・3 項）が行われてい
れば、区長は総務大臣に対し自治紛争処理委員の審査に付することを求める
旨の申出をすることが可能であり（地方自治法 251 条の 3 第 1 項）、さらに
なお不服等があれば、高等裁判所の判断を求めることができた（地方自治法













































































然に予測されたものであり 88、平成 14 年最高裁判決が行政主体間の争訟に























































判決と同じ思考に基づいて判断が下されていた（Ⅱ 5）。平成 14 年最高裁判
決は多くの学説から批判を受けたが、仮に当該判決が先例として効力を有し
ていても、その適用範囲は狭く限られるべきと主張するのが学説の大勢であ
った（Ⅱ 10（3））。行政上の義務の司法的執行の文脈では平成 14 年最高裁




（Ⅱ 7–9）。その際、それらの判例は平成 14 年最高裁判決に対する学説から
の激しい批判に答えることはなく、判例理論の進展はなかった。
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権力を行使すると見るのが自然だとされる 125。例えば、那覇市自衛隊基地
情報非公開請求事件控訴審判決（福岡高判那覇支判平成 8・9・24 行集 47 巻
9 号 808 頁）は、「国又は地方公共団体に属する行政権限の根源である公権
力は、その性質上、本来は一体のもの」という理解に基づき、国と地方公共
団体の間の紛争は「行政組織内部において処理し解決されるべき性質のも
の」だと示している。この趣旨は、当該判決の原審（那覇地判平成 7 年 3 月

































































（1 条の 2 第 2 項、245 条の 3 第 1 項）が示され、国の関与は（地方自治法そ







































































































































自治権の範囲はそれほど広くないと指摘されていた 170。平成 11 年の地方自
治法の改正によって国と地方公共団体の地位が対等とされることで（Ⅲ 3）、
積極説の自治権という根拠は強化されることになった。








条の 2）、「地方自治の本旨」に基づく国の立法原則の明文化（2 条 10 項およ
び 11 項）、地方公共団体の事務処理に対する「特に配慮」義務規定の創設
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地方自治論として消極的にすぎると指摘される（人見前掲（36）67 頁）。
（もぎ・ようへい　桐蔭横浜大学法学部准教授）
